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研究要旨 
 インドネシアでは、置換水準をうかがう出生率の低下や中高年死亡率の改

善といった新たな段階の人口動態を捉えるうえで、精度の高い人口動態統計

の必要性がいっそう高まっている。こうした状況をふまえて、本報告は、イ

ンドネシアの人口統計について、とくに全国レベルでの人口動態統計に関わ

るシステム、ならびに人口動態のモニタリングおよび分析の現状と課題につ

いて整理した。 
 インドネシアでは、出生や死亡に関する全国レベルでの人口動態統計が整

備されておらず、内務省や保健省といったそれぞれの省庁が、独自の登録シ

ステムやデータベースを運営している。精度の高い人口動態統計の基礎とな

る住民登録についても、依然としてそのカバレッジは低く、インドネシアは

未登録児の数が世界で最も多い国の一つとなっている。 
 全国レベルでの人口動態統計が未整備な状況において、インドネシアにお

ける人口動態のモニタリングと分析は、センサスや DHS 等の標本調査とい

った代替的なリソースに依存している。そのため、出生・死亡いずれについ

ても、その推計値の精度は高いとは言えず、とくに晩婚化・晩産化や少子化、

中高年死亡率の改善といった新たな段階の人口動態を捉えるうえでの問題

が深刻化している。動態統計については、2014 年よりインドネシア国内の

128 郡区・約 800 万人を対象に「標本登録システム」（SRS）が立ち上げられ

ており、今後、SRS の運用から得られた知見が、全国レベルの人口動態統計

システムの整備に活かされることが期待される。 
 

Ａ．研究目的 
インドネシアでは、置換水準をうかがう

出生率の低下や中高年死亡率の改善といっ

た新たな段階の人口動態を捉えるうえで、

精度の高い人口動態統計の必要性がますま

す高まっている。こうした状況をふまえて、

本報告は、インドネシアの人口統計につい

て、とくに全国レベルでの人口動態統計に

関わるシステム、ならびに人口動態のモニ

タリングおよび分析の現状と課題について

整理する。 
 
 
Ｂ．研究方法 

インドネシアにおける住民登録制度な

らびに人口統計システムに関係する政府



 

 

機関の報告書および関連する学術論文を

集・整理し、分析に利用した。また、2018
年 12 月にジャカルタのインドネシア中央

統計庁・保健省といった政府機関ならびに

国立インドネシア大学人口研究所を訪問

し、ヒアリング調査と資料収集を行い、そ

の成果を分析に利用した。 
 
（倫理面への配慮） 
 本分析は、制度に関する聞き取り結果、

公表済みの統計・資料・論文を用いるため、

倫理審査に該当する事項はない。 
 
Ｃ．研究成果 
インドネシアでは、出生や死亡に関する

全国レベルでの人口動態統計が整備されて

おらず、内務省や保健省といったそれぞれ

の省庁が独自の登録システムやデータベー

スを運営していることが確認された。精度

の高い人口動態統計の基盤となる住民登録

制度についても、依然としてそのカバレッ

ジは低く、未登録児の数が世界で最も多い

国の一つとなっている。 
 全国レベルでの人口動態統計が未整備な

状況において、インドネシアにおける人口

動態のモニタリングと分析は、センサスや

標本調査といった代替的なリソースに依存

しており、出生・死亡いずれについても、

その精度は高いとは言えない。政府の中央

統計局（ BPS ）にも採用されている 
Demographic and Health Survey（DHS）を用

いて推計される合計出生率（TFR）につい

ては、過大推計となる可能性が内外の研究

者によって指摘されていること、死亡につ

いては乳児死亡率（IMR）や妊産婦死亡率

（MMR）といった従来関心の高かった指標

に加えて、中高年以上の死亡率を正確に計

測し、見通すことの重要性が増しているこ

とが確認された。 
 

 
Ｄ．結果の考察 
 異なるデータソースや手法を用いて推計

される指標の妥当性が議論の対象となって

いる出生率とは対照的に、死亡率について

は、インドネシアの人口全体の水準を直接

的に推計するためのデータそのものが存在

しない。このため、センサスから得られる

子どもの死亡率（IMR を含む）とモデル生

命表に依拠した推計手法が、基本的には

1960 年代から変わらずに用いられている。

しかしながら、子どもの死亡率が大幅に低

下し、その変動幅（改善の余地）が縮小し

た状況においては、この手法の妥当性が著

しく低下していると言わざるを得ない。晩

婚化・晩産化による少子化、中高年死亡率

の改善といった新たな段階の人口動態を捉

えるうえで、未整備な人口動態統計システ

ムに起因する問題は深刻化している。 
 
 
Ｅ．結論 
 人口動態統計については、2014 年に立ち

上げられた「標本登録システム」（SRS）に

よって、出生・死亡に関する情報を統一的

に記録する試みが始まっており、今度、SRS 
の運用から得られた知見が、全国レベルの

人口動態統計システムの整備に活かされる

ことが期待される。 
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